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目 的 

1.   本会計基準は、棚卸資産の評価方法、評価基準及び開示について定めることを目的とす

る。 

2.   棚卸資産の評価方法、評価基準及び開示に関しては、「企業会計原則」及び「原価計算

基準」に定めがあるものの、本会計基準が優先して適用される。 

 

会計基準 

範 囲 

3.   本会計基準は、すべての企業における棚卸資産の評価方法、評価基準及び開示について

適用する。棚卸資産は、商品、製品、半製品、原材料、仕掛品等の資産であり、企業がそ

の営業目的を達成するために所有し、かつ、売却を予定する資産のほか、売却を予定しな

い資産であっても、販売活動及び一般管理活動において短期間に消費される事務用消耗品

等も含まれる。 

なお、売却には、通常の販売のほか、活発な市場が存在することを前提として、棚卸資

産の保有者が単に市場価格の変動により利益を得ることを目的とするトレーディングを含

む。  

 

用語の定義 

4.  「時価」とは、公正な評価額をいい、市場価格に基づく価額をいう。市場価格が観察で

きない場合には合理的に算定された価額を公正な評価額とする。 

5.  「正味売却価額」とは、売価（購買市場と売却市場とが区別される場合における売却市

場の時価）から見積追加製造原価及び見積販売直接経費を控除したものをいう。なお、「購

買市場」とは当該資産を購入する場合に企業が参加する市場をいい、「売却市場」とは当

該資産を売却する場合に企業が参加する市場をいう。 

6.  「再調達原価」とは、購買市場と売却市場とが区別される場合における購買市場の時価

に、購入に付随する費用を加算したものをいう。 

 

会計処理 

棚卸資産の評価方法 

6-2． 棚卸資産については、原則として購入代価又は製造原価に引取費用等の付随費用を加算

して取得原価とし、次の評価方法の中から選択した方法を適用して売上原価等の払出原価

と期末棚卸資産の価額を算定するものとする。 
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(1)  個別法 

 取得原価の異なる棚卸資産を区別して記録し、その個々の実際原価によって期末棚

卸資産の価額を算定する方法 

 個別法は、個別性が強い棚卸資産の評価に適した方法である。 

(2)  先入先出法 

 も古く取得されたものから順次払出しが行われ、期末棚卸資産は も新しく取得

されたものからなるとみなして期末棚卸資産の価額を算定する方法 

(3)  平均原価法 

 取得した棚卸資産の平均原価を算出し、この平均原価によって期末棚卸資産の価額

を算定する方法 

なお、平均原価は、総平均法又は移動平均法によって算出する。 

(4)  売価還元法 

 値入率等の類似性に基づく棚卸資産のグループごとの期末の売価合計額に、原価率

を乗じて求めた金額を期末棚卸資産の価額とする方法 

 売価還元法は、取扱品種の極めて多い小売業等の業種における棚卸資産の評価に適

用される。 

6-3. 棚卸資産の評価方法は、事業の種類、棚卸資産の種類、その性質及びその使用方法等を

考慮した区分ごとに選択し、継続して適用しなければならない。 

 

通常の販売目的で保有する棚卸資産の評価基準 

7.   通常の販売目的（販売するための製造目的を含む。）で保有する棚卸資産は、取得原価

をもって貸借対照表価額とし、期末における正味売却価額が取得原価よりも下落している

場合には、当該正味売却価額をもって貸借対照表価額とする。この場合において、取得原

価と当該正味売却価額との差額は当期の費用として処理する。 

8.   売却市場において市場価格が観察できないときには、合理的に算定された価額を売価と

する。これには、期末前後での販売実績に基づく価額を用いる場合や、契約により取り決

められた一定の売価を用いる場合を含む。 

9.   営業循環過程から外れた滞留又は処分見込等の棚卸資産について、合理的に算定された

価額によることが困難な場合には、正味売却価額まで切り下げる方法に代えて、その状況

に応じ、次のような方法により収益性の低下の事実を適切に反映するよう処理する。 

(1)  帳簿価額を処分見込価額（ゼロ又は備忘価額を含む。）まで切り下げる方法 

(2)  一定の回転期間を超える場合、規則的に帳簿価額を切り下げる方法 

10.   製造業における原材料等のように再調達原価の方が把握しやすく、正味売却価額が当該

再調達原価に歩調を合わせて動くと想定される場合には、継続して適用することを条件と
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して、再調達原価（ 終仕入原価を含む。以下同じ。）によることができる。 

11.   企業が複数の売却市場に参加し得る場合には、実際に販売できると見込まれる売価を用

いる。また、複数の売却市場が存在し売価が異なる場合であって、棚卸資産をそれぞれの

市場向けに区分できないときには、それぞれの市場の販売比率に基づいた加重平均売価等

による。 

12.   収益性の低下の有無に係る判断及び簿価切下げは、原則として個別品目ごとに行う。た

だし、複数の棚卸資産を一括りとした単位で行うことが適切と判断されるときには、継続

して適用することを条件として、その方法による。 

13.   売価還元法を採用している場合においても、期末における正味売却価額が帳簿価額より

も下落している場合には、当該正味売却価額をもって貸借対照表価額とする。 

ただし、値下額等が売価合計額に適切に反映されている場合には、次に示す値下額及び

値下取消額を除外した売価還元法の原価率により求められた期末棚卸資産の帳簿価額は、

収益性の低下に基づく簿価切下額を反映したものとみなすことができる。 

【値下額及び値下取消額を除外した売価還元法の原価率】 

（「企業会計原則と関係諸法令との調整に関する連続意見書 第四 棚卸資産の評価につい

て」（以下「連続意見書 第四」という。）に定める売価還元低価法の原価率） 

 

期首繰越商品原価＋当期受入原価総額 

期首繰越商品小売価額＋当期受入原価総額＋原始値入額＋値上額－値上取消額 

 

14.   前期に計上した簿価切下額の戻入れに関しては、当期に戻入れを行う方法（洗替え法）

と行わない方法（切放し法）のいずれかの方法を棚卸資産の種類ごとに選択適用できる。

また、売価の下落要因を区分把握できる場合には、物理的劣化や経済的劣化、若しくは市

場の需給変化の要因ごとに選択適用できる。この場合、いったん採用した方法は、原則と

して、継続して適用しなければならない。 

 

トレーディング目的で保有する棚卸資産の評価基準 

15.   トレーディング目的で保有する棚卸資産については、市場価格に基づく価額をもって貸

借対照表価額とし、帳簿価額との差額（評価差額）は、当期の損益として処理する。 

16.   トレーディング目的で保有する棚卸資産として分類するための留意点や保有目的の変更

の処理は、企業会計基準第 10 号「金融商品に関する会計基準」（以下「金融商品会計基

準」という。）における売買目的有価証券に関する取扱いに準じる。 
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開 示 

通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低下に係る損益の表示 

17.  通常の販売目的で保有する棚卸資産について、収益性の低下による簿価切下額（前期に

計上した簿価切下額を戻し入れる場合には、当該戻入額相殺後の額）は売上原価とするが、

棚卸資産の製造に関連し不可避的に発生すると認められるときには製造原価として処理す

る。また、収益性の低下に基づく簿価切下額が、臨時の事象に起因し、かつ、多額である

ときには、特別損失に計上する。臨時の事象とは、例えば次のような事象をいう。なお、

この場合には、洗替え法を適用していても（第14項参照）、当該簿価切下額の戻入れを行

ってはならない。 

(1)  重要な事業部門の廃止 

(2)  災害損失の発生 

 

通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低下に係る損益の注記 

18.   通常の販売目的で保有する棚卸資産について、収益性の低下による簿価切下額（前期に

計上した簿価切下額を戻し入れる場合には、当該戻入額相殺後の額）は、注記による方法

又は売上原価等の内訳項目として独立掲記する方法により示さなければならない。ただし、

当該金額の重要性が乏しい場合には、この限りではない。 

 

トレーディング目的で保有する棚卸資産に係る損益の表示 

19.  トレーディング目的で保有する棚卸資産に係る損益は、原則として、純額で売上高に表

示する。 

 

適用時期等 

20.  平成 18 年 7 月公表の本会計基準（以下「平成 18 年会計基準」という。）は、平成 20 年

4 月 1 日以後開始する事業年度から適用する。ただし、平成 20 年 3 月 31 日以前に開始す

る事業年度から適用することができる。 

21.  平成 18 年会計基準が適用される 初の事業年度において、簿価切下額が多額に発生し、

それが期首の棚卸資産に係るものである場合には、第17項の取扱いによらず、次のいずれ

かの方法により特別損失に計上することができる。なお、この場合には、洗替え法を適用

していても（第14項参照）、当該簿価切下額の戻入れを行ってはならない。 

(1)  平成18年会計基準を期首在庫の評価から適用したとみなし、期首在庫に含まれる変

更差額を特別損失に計上する方法 

(2)  平成18年会計基準を期末在庫の評価から適用するが、期末在庫に含まれる変更差額

のうち前期以前に起因する部分を特別損失に計上する方法 
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（平成20年改正会計基準） 

21-2. 平成 20 年 9月改正の本会計基準（以下「平成 20年改正会計基準」という。）は、平成

22年 4月 1日以後開始する事業年度から適用する。ただし、平成 22年 3月 31 日以前に開

始する事業年度から適用することができる。 

21-3. 平成 20 年改正会計基準の適用初年度において、棚卸資産の評価方法を後入先出法（ も

新しく取得されたものから棚卸資産の払出しが行われ、期末棚卸資産は も古く取得され

たものからなるとみなして期末棚卸資産の価額を算定する方法）から平成 20年改正会計基

準に定める評価方法へ変更したことによる影響額が多額である場合、適用初年度の期首に

おける棚卸資産の帳簿価額合計額とその時点の再調達原価合計額の差額（適用初年度の期

首の棚卸資産に係る保有損益相当額）のうち当期の損益に計上された額を、特別損益に表

示することができる。[計算例 1]  

21-4. 平成 20 年改正会計基準の適用初年度において、会計基準の変更に伴い後入先出法から平

成20年改正会計基準に定める評価方法への変更が財務諸表に与える影響を記載する際には、

後入先出法を適用した場合の損益と変更後の評価方法による損益との差額に代えて、払い

出した棚卸資産の帳簿価額合計額（売上原価）と払出し時点の再調達原価合計額の差額（当

期の損益に含まれる棚卸資産の保有損益相当額）を、当該会計方針の変更の影響として注

記することができる。この場合、当該保有損益相当額の算定方法の概要及び当該保有損益

相当額の算定に含めた棚卸資産の範囲等に関する事項をあわせて注記することとする。[計

算例 2] 

 

議 決 

22.  平成 18 年会計基準は、第 107 回企業会計基準委員会に出席した委員 11 名全員の賛成に

より承認された。なお、出席した委員は、以下のとおりである。 

斎 藤 静 樹（委員長） 

西 川 郁 生（副委員長） 

石 井 泰 次 

猪ノ口 勝 徳 

梅 山   勉 

加 藤   厚 

小宮山   賢 

逆 瀬 重 郎 

山 田 浩 史 

吉 川   満 
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米 家 正 三 

22-2. 平成 20 年改正会計基準は、第 160 回企業会計基準委員会に出席した委員 11名全員の賛

成により承認された。なお、出席した委員は、以下のとおりである。 

西 川 郁 生（委員長） 

逆 瀬 重 郎（副委員長） 

新 井 武 広 

石 原 秀 威 

川 北 英 隆 

小宮山   賢 

野 村 嘉 浩 

平 松 一 夫 

万 代 勝 信 

山 田 浩 史 

米 家 正 三 
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結論の背景 

検討の経緯 

23.   我が国においては、これまで、取得原価をもって棚卸資産の貸借対照表価額とし（原価

法）、時価が取得原価よりも下落した場合には時価による方法を適用して算定すること（低

価法）ができるものとされてきた。このように、棚卸資産の貸借対照表価額に関しては、

原価法と低価法の選択適用が認められてきたため、会計方針として、棚卸資産の評価基準

及び評価方法を記載するものとされてきた。なお、原価法を適用している場合でも、時価

が取得原価より著しく下落したときは、回復する見込みがあると認められる場合を除き、

時価をもって貸借対照表価額とする（強制評価減）ものとされてきた。 

24.   棚卸資産の評価基準については、平成 13年 11 月のテーマ協議会において、レベル 2の

優先度（比較的優先順位の高いグループであるレベル 1以外のグループ）とした提言がな

されている。これは、会計処理の継続性が求められるものの、企業により原価法と低価法

の選択適用が認められていることに対する是非や、国際的な会計基準との調和の観点から

行われた提言と考えられる。 

25.   当委員会では、テーマ協議会からの提言を受け、低価法に関する実態調査を行い、また、

学識経験者を含むワーキング・グループを設け、棚卸資産の評価基準及び開示について検

討してきた。その後、平成 17 年 4 月に棚卸資産専門委員会を設置し、専門委員による討

議や参考人として専門委員以外の財務諸表作成者の意見聴取など幅広く審議し、同年 10月

には「棚卸資産の評価基準に関する論点の整理」（以下「論点整理」という。）を公表し

た。当委員会では、論点整理に対して寄せられた意見を踏まえ、さらに検討を重ね、平成

18年 4月に「棚卸資産の評価原則に関する会計基準（案）」を公開草案として公表し、広

く意見を求めた。その後、当該公開草案に対して寄せられた意見を参考にして、審議を行

い、その内容を一部修正した上で、平成 18年会計基準を公表することとした。 

26.   なお、我が国の会計基準を設定するにあたって、概念フレームワークを明文化する必要

性が各方面から指摘されたのを受け、当委員会は、外部の研究者を中心としたワーキング・

グループを組織して、その問題の検討を委託し、平成 16 年 9 月に討議資料「財務会計の

概念フレームワーク」を公表している。この討議資料に示されているのは、当委員会の見

解ではなく、当委員会に報告された当該ワーキング・グループの見解であるが、会計基準

開発の過程でその有用性がテストされ、市場関係者等の意見を受けてさらに整備・改善さ

れることにより、会計基準設定の指針になることが期待されている。このため、平成 18 年

会計基準を検討するにあたり、当委員会では、この討議資料の一部も素材として議論を重

ねた。 
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（平成20年改正会計基準の公表） 

26-2. 我が国では、これまで、棚卸資産の評価方法について、個別法、先入先出法、後入先出

法、平均原価法等が認められてきた。棚卸資産の評価方法は、期末棚卸資産の価額を算定

する方法として説明されることがあるものの、この金額を算定することによって、同時に、

払い出された棚卸資産の価額についても算定することとなる。すなわち、棚卸資産の評価

方法は、当期の売上原価や原材料費等の算定にも結びついている。企業は、取引の実態も

考慮して、これらの評価方法の中から特定の方法を選択し、これを継続して適用してきた

ものと考えられる。 

26-3. 前項のように、我が国では、後入先出法は先入先出法や平均原価法と同様に一定の仮定

に基づく評価方法の 1つとして認められてきたが、国際財務報告基準（IFRS）における国

際会計基準第 2 号「棚卸資産」（以下「IAS 第 2 号」という。）においては、棚卸資産の

評価方法として後入先出法は認められていない。また、欧州連合（EU）における第三国会

計基準の同等性評価に関連して提案された欧州証券規制当局委員会（CESR）による「技術

的助言」（平成 17年（2005 年）7月）の中でも、後入先出法の取扱いは、棚卸資産の原価

法と低価法の選択適用の取扱いとともに、我が国の会計基準と IFRS の相違点として指摘さ

れていた。このため、当委員会と国際会計基準審議会（以下「IASB」という。）との会計

基準の国際的なコンバージェンスに向けた共同プロジェクトの中でも、棚卸資産の後入先

出法の取扱いは、平成 18年 3月に開催された共同プロジェクト第 3回会合において長期項

目に位置付けられていた。 

26-4. その後、平成 19年 8 月に当委員会と IASB との間で、「会計基準のコンバージェンスの

加速化に向けた取組みへの合意（東京合意）」が公表されるなど、会計基準の国際的なコ

ンバージェンスの取組みが加速化している。こうした状況を受けて、当委員会は、棚卸資

産の後入先出法の取扱いを短期項目に変更し、我が国の後入先出法の採用状況に関する実

態調査の結果等を踏まえ、平成 19年 11 月より後入先出法を含む棚卸資産の評価方法の見

直しについて審議を行ってきた。平成 20年改正会計基準は、平成 20年 3 月に公表した公

開草案に対して当委員会に寄せられたコメントを検討し、公開草案を一部修正した上で公

表に至ったものである。 

 

範 囲 

対象から除外される範囲 

27.   すべての企業における棚卸資産に本会計基準を適用する。ただし、棚卸資産であっても、

他の会計処理により収益性の低下が適切に反映されている場合には、本会計基準の評価基

準の定めを適用する必要はない。また、企業がその営業目的を達成するために所有し、か

つ、売却を予定する資産であっても、金融商品会計基準に定める売買目的有価証券や、「研
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究開発費等に係る会計基準」に定める市場販売目的のソフトウェアのように、他の会計基

準において取扱いが示されているものは、該当する他の会計基準の定めによる。 

 

棚卸資産の範囲 

28.   これまで、棚卸資産の範囲は、原則として、連続意見書 第四に定める次の 4 項目のい

ずれかに該当する財貨又は用役であるとされている。 

(1)  通常の営業過程において販売するために保有する財貨又は用役 

(2)  販売を目的として現に製造中の財貨又は用役 

(3)  販売目的の財貨又は用役を生産するために短期間に消費されるべき財貨 

(4)  販売活動及び一般管理活動において短期間に消費されるべき財貨 

29.   連続意見書 第四では、前項(4)のように、棚卸資産には、事務用消耗品等の販売活動及

び一般管理活動において短期間に消費されるべき財貨も含まれるとしている点で、国際的

な会計基準と必ずしも同じではないといわれている。このような財貨は、製造用以外のも

のであっても、短期的に消費される点や実務上の便宜が考慮され、棚卸資産に含められて

いるが、一般に重要性が乏しいと考えられる。 

30.   このため本会計基準では、棚卸資産の範囲に関しては、連続意見書 第四の考え方及び

これまでの取扱いを踏襲し、企業がその営業目的を達成するために所有し、かつ、売却を

予定する資産のほか、従来から棚卸資産に含められてきた販売活動及び一般管理活動にお

いて短期間に消費される事務用消耗品等も棚卸資産に含めている（第3項参照）。このよ

うに、本会計基準では、棚卸資産の範囲を従来と変えることなく、その評価基準を取り扱

っている。 

31.  棚卸資産には、未成工事支出金等、注文生産や請負作業についての仕掛中のものも含ま

れる。なお、工事契約及び受注制作のソフトウェアに係る収益及びその原価に関する施工

者の会計処理及び開示については、企業会計基準第 15 号「工事契約に関する会計基準」

において定めている。 

 

販売用不動産等 

32.   論点整理に関して寄せられたコメントの中には、販売用不動産や開発事業等支出金に関

して、棚卸資産の範囲に含まれることに異論はないものの、その価格の測定に幅がある点

や客観性を欠くという理由をもって、収益性の低下に基づく簿価切下げの対象から除外す

ることを求める意見があった。この点については、これまでも強制評価減の適用に際し、

販売用不動産等の時価や評価損の金額の算定が行われていることから、対象から除外する

理由としては乏しいと判断した。 
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用語の定義 

33.   本会計基準では、連続意見書 第四で用いられていた正味実現可能価額という用語に代

えて、「正味売却価額」という用語を用いている（第5項参照）。これは、実現可能とい

う用語は不明確であるという意見があることや、「固定資産の減損に係る会計基準」（以

下「減損会計基準」という。）において正味売却価額を用いていることとの整合性に配慮

したものであるが、これらの意味するところに相違はない。 

34.   売価とは、売却市場における市場価格に基づく価額であり、このような市場価格が存在

しないときには、合理的に算定された価額をいう。棚卸資産の種類により種々の取引形態

があるが、ここでいう取引形態には、取引参加者が少なく、当該企業のみが売手となるよ

うな相対取引しか行われない場合までも含む。そのため、合理的に算定された価額には、

観察可能でなくとも売手が実際に販売できると合理的に見込まれる程度の価格を含むこと

に留意する必要がある。 

 

会計処理 

棚卸資産の評価方法 

34-2. 企業会計原則では、商品、製品、半製品、原材料、仕掛品等の棚卸資産については、原

則として購入代価又は製造原価に引取費用等の付随費用を加算し、これに個別法、先入先

出法、後入先出法、平均原価法等の方法を適用して算定した取得原価をもって貸借対照表

価額とするとしてきた（企業会計原則 第三 5A）。また、企業会計原則注解（注 21）(1)

では、棚卸資産の貸借対照表価額の算定のための方法として、個別法、先入先出法、後入

先出法、平均原価法及び売価還元原価法等が認められるものとされてきた。 

34-3. 原価計算基準では、材料費は、実際の消費量にその消費価格を乗じて計算するものとさ

れているが、この材料の消費価格の計算方法として、先入先出法、移動平均法、総平均法、

後入先出法、個別法が示されてきた（原価計算基準 11(三)）。また、総合原価計算におけ

る完成品総合原価と期末仕掛品原価を計算する方法としても、平均法、先入先出法、後入

先出法が、具体的な計算方法とあわせて示されてきた（原価計算基準 24(二)）。 

34-4. 現在、一部の企業で採用されている 終仕入原価法は、 終仕入原価によって期末棚卸

資産の価額を算定する方法である。この方法は、企業会計原則注解（注 21）(1)では棚卸

資産の評価方法として例示されておらず、本会計基準においても、この方法を棚卸資産の

評価方法として定めていない。 終仕入原価法によれば、期末棚卸資産の一部だけが実際

取得原価で評価されるものの、その他の部分は時価に近い価額で評価されることとなる場

合が多いと考えられ、無条件に取得原価基準に属する方法として適用を認めることは適当

ではない。このため、期末棚卸資産の大部分が 終の仕入価格で取得されているときのよ

うに期間損益の計算上弊害がないと考えられる場合や、期末棚卸資産に重要性が乏しい場
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合においてのみ容認される方法と考えられる。 

 

後入先出法 

（後入先出法の特徴） 

34-5. 後入先出法は、 も新しく取得されたものから棚卸資産の払出しが行われ、期末棚卸資

産は も古く取得されたものからなるとみなして、期末棚卸資産の価額を算定する方法で

あり、棚卸資産を払い出した時の価格水準に も近いと考えられる価額で収益と費用を対

応させることができる方法である。当期の収益に対しては、これと同一の価格水準の費用

を計上すべきであるという考え方によれば、棚卸資産の価格水準の変動時には、後入先出

法を用いる方が、他の評価方法に比べ、棚卸資産の購入から販売までの保有期間における

市況の変動により生じる保有損益を期間損益から排除することによって、より適切な期間

損益の計算に資すると考えられてきた。実際に、我が国において、後入先出法は、主とし

て原材料の仕入価格が市況の変動による影響を受け、この仕入価格の変動と製品の販売価

格の関連性が強い業種に多く選択される傾向にあった。 

34-6. 一方で、後入先出法は、棚卸資産が過去に購入した時からの価格変動を反映しない金額

で貸借対照表に繰り越され続けるため、その貸借対照表価額が 近の再調達原価の水準と

大幅に乖離してしまう可能性があるとされている。後入先出法以外の評価方法を採用した

場合、棚卸資産の受払いによって棚卸資産の貸借対照表価額が市況の変動を何らかの形で

反映するのに対し、後入先出法を採用した場合には、棚卸資産の受払いが生じているにも

かかわらず、市況の変動を長期間にわたって反映しない可能性がある。 

34-7. また、棚卸資産の期末の数量が期首の数量を下回る場合には、期間損益計算から排除さ

れてきた保有損益が当期の損益に計上され、その結果、期間損益が変動することとなる。

この点については、企業が棚卸資産の購入量を調整することによって、当該保有損益を意

図的に当期の損益に計上することもできるという指摘がある。 

 なお、平成 18 年会計基準により、期末における正味売却価額が取得原価よりも下落して

いる場合には、当該正味売却価額をもって貸借対照表価額とされ、取得原価と当該正味売

却価額との差額は当期の費用として処理されることとなり（第7項参照）、保有利益のみが

長期間繰り延べられることとなったため、期首の棚卸資産が払い出された場合、累積した

過年度の保有利益だけがまとめて計上されることとなる。 

34-8. IAS 第 2 号では、平成 15 年（2003 年）の改正にあたって、第 34-6 項及び第 34-7 項のよ

うな理由に加え、後入先出法は、一般的に、棚卸資産の実際の流れを忠実に表現している

とはいえないことから、それまで選択可能な処理方法として認めていた後入先出法の採用

を認めないこととしている。 
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（後入先出法の見直し） 

34-9. 市況が短期的には上昇や下降を繰り返すものの、中長期的には平均的な水準で推移する

ような場合であれば、後入先出法とそれ以外の評価方法との間には、その結果に大きな違

いはない。一方、市況が長期的に上昇する場合には、後入先出法を採用し、期間損益計算

から棚卸資産の保有利益を排除することによって、適切な期間損益の計算に資すると考え

られてきた（第 34-5 項参照）。 

 しかしながら、この点については、後入先出法を採用することによって、特定の時点で

計上されることになる利益を単に繰り延べているに過ぎないのではないかという見方があ

る。先入先出法や平均原価法を採用しても保有利益の繰延べは生じるが、後入先出法との

比較において、その問題は小さいと考えられる。また、第 34-7 項で示されたように、後入

先出法を採用することにより、棚卸資産の期末の数量が期首の数量を下回る場合には、累

積した保有利益が計上されることとなる。 

 さらに、後入先出法を採用している上場企業は少ない上に、近年、その採用企業数は減

少してきている。 

34-10. 審議の過程において、我が国では法令等で在庫の備蓄義務が課されている場合があり、

こうした場合におけるいわゆる備蓄在庫の保有損益については当期の損益に含めるべきで

はないため、後入先出法の採用を引き続き認めることが適当であるという指摘があった。

しかし、この指摘が、備蓄在庫についてその性質や実態に即した払出計算をすべきである

という考え方によるものであれば、備蓄在庫を通常の在庫と区分して、会計上、別の種類

の棚卸資産として評価方法をそれぞれ適用することも考えられるという意見もあった。た

だし、この意見については、法令等で備蓄義務が課されている場合においても備蓄在庫が

物理的に区分されているわけではないため、これらを区分する会計処理は適当ではないと

いう指摘もあった。 

34-11. また、米国の実務も参考に、第 34-6 項及び第 34-7 項で指摘されている事項を補うため

の一定の事項を注記することとすれば、後入先出法を棚卸資産の評価方法として引き続き

採用することに問題はないのではないかという意見もあった。 

34-12. 後入先出法の採用を引き続き認める必要があるか否かについて、当委員会の検討の過程

では、第 34-9 項から第 34-11 項のように、いずれの取扱いについても、それぞれを支持す

る考え方や意見があった。検討の結果、後入先出法は、先入先出法や平均原価法と同様、

棚卸資産の規則的な払出しの仮定に基づく評価方法として有用性があり、この採用を引き

続き認めるべきではないかという意見もあるものの、当委員会は、近年 IASB が IAS 第 2号

の改正にあたって後入先出法の採用を認めないこととしたこと（第34-8項参照）を重視し、

会計基準の国際的なコンバージェンスを図るため、本会計基準においては、選択できる評

価方法から後入先出法を削除することとした。 
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通常の販売目的で保有する棚卸資産の評価基準 

（これまでの取扱い） 

35.   我が国において、これまで棚卸資産の評価基準が原則として原価法とされてきたのは、

棚卸資産の原価を当期の実現収益に対応させることにより、適正な期間損益計算を行うこ

とができると考えられてきたためといわれている。すなわち、当期の損益が、期末時価の

変動、又は将来の販売時点に確定する損益によって歪められてはならないという考えから、

原価法が原則的な方法であり、低価法は例外的な方法と位置付けられてきた。 

 

（棚卸資産の簿価切下げの考え方） 

36.   これまでの低価法を原価法に対する例外と位置付ける考え方は、取得原価基準の本質を、

名目上の取得原価で据え置くことにあるという理解に基づいたものと思われる。しかし、

取得原価基準は、将来の収益を生み出すという意味においての有用な原価、すなわち回収

可能な原価だけを繰り越そうとする考え方であるとみることもできる。また、今日では、

例えば、金融商品会計基準や減損会計基準において、収益性が低下した場合には、回収可

能な額まで帳簿価額を切り下げる会計処理が広く行われている。 

そのため、棚卸資産についても収益性の低下により投資額の回収が見込めなくなった場

合には、品質低下や陳腐化が生じた場合に限らず、帳簿価額を切り下げることが考えられ

る。収益性が低下した場合における簿価切下げは、取得原価基準の下で回収可能性を反映

させるように、過大な帳簿価額を減額し、将来に損失を繰り延べないために行われる会計

処理である。棚卸資産の収益性が当初の予想よりも低下した場合において、回収可能な額

まで帳簿価額を切り下げることにより、財務諸表利用者に的確な情報を提供することがで

きるものと考えられる。 

37.   それぞれの資産の会計処理は、基本的に、投資の性質に対応して定められていると考え

られることから、収益性の低下の有無についても、投資が回収される形態に応じて判断す

ることが考えられる。棚卸資産の場合には、固定資産のように使用を通じて、また、債権

のように契約を通じて投下資金の回収を図ることは想定されておらず、通常、販売によっ

てのみ資金の回収を図る点に特徴がある。このような投資の回収形態の特徴を踏まえると、

評価時点における資金回収額を示す棚卸資産の正味売却価額が、その帳簿価額を下回って

いるときには、収益性が低下していると考え、帳簿価額の切下げを行うことが適当である。 
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（品質低下又は陳腐化に起因する簿価切下げとそれ以外に起因する簿価切下げ） 

38.   品質低下や陳腐化による評価損と低価法評価損との間には、その発生原因等の相違が存

在するといわれてきた。 

 品質低下評価損 陳腐化評価損 低価法評価損 

① 発生原因 物理的な劣化 
経済的な劣化（商品ラ

イフサイクルの変化）
市場の需給変化 

② 棚卸資産の状態 欠 陥 正 常 

③ 売価の回復可能性 な し あ り 

 

39.   これまでは、低価法を例外的処理と位置付けてきたことと相俟って、品質低下・陳腐化

評価損と低価法評価損の間には、その取扱いに明確な差異がみられた。しかし、発生原因

は相違するものの、正味売却価額が下落することにより収益性が低下しているという点か

らみれば、会計処理上、それぞれの区分に相違を設ける意義は乏しいと考えられる。また、

特に経済的な劣化による収益性の低下と、市場の需給変化に基づく正味売却価額の下落に

よる収益性の低下は、実務上、必ずしも明確に区分できないという指摘も多い。以上によ

り、本会計基準では、これらを収益性の低下の観点からは相違がないものとして取り扱う

こととしている。 

 

（正味売却価額の考え方） 

40.   前述したように本会計基準では、棚卸資産の場合、販売により投下資金の回収を図るた

め、正味売却価額が帳簿価額よりも低下しているときには、収益性が低下しているとみて、

帳簿価額を正味売却価額まで切り下げること（第37項参照）が他の会計基準における考え

方とも整合的であると考えている。 

41.   棚卸資産への投資は、将来販売時の売価を想定して行われ、その期待が事実となり、成

果として確定した段階において、投資額は売上原価に配分される。このように 終的な投

資の成果の確定は将来の販売時点であることから、収益性の低下に基づく簿価切下げの判

断に際しても、期末において見込まれる将来販売時点の売価に基づく正味売却価額による

ことが適当と考えられる。 

42.  なお、期末の正味売却価額という場合でも、一般的に、販売までに要する期間があるこ

とから、それは期末における将来販売時点での正味売却価額を指すことも多い。例えば、

契約により取り決められた一定の売価（第8項参照）や、仕掛品における加工後の販売見

込額に基づく正味売却価額などが該当する。もっとも、将来販売時点の売価を用いるとし

ても、その入手や合理的な見積りは困難な場合が多いことから、合理的に算定された価額

として、期末前後での販売実績に基づく価額も用いられる（第8項参照）。このため本会
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計基準では、いずれも含まれるように、期末における正味売却価額が取得原価よりも下落

している場合には、当該正味売却価額をもって貸借対照表価額とするものとした（第7項

参照）。 

43.   また、期末の売価に基づき正味売却価額を把握する場合には、突発的な売価変動の影響

を受けるおそれがあるという指摘がある。本来、正味売却価額は、将来販売時点の見込み

であるため、期末時点の正味売却価額が突発的な要因により、異常な水準となっていると

きには、期末時点の正味売却価額を用いることが不適切であることは明らかである。その

ような場合には、期末における正味売却価額を用いるとしても、期末時点の売価ではなく、

期末付近の合理的な期間の平均的な売価に基づく正味売却価額によることが適当である。 

 

（正味売却価額がマイナスの場合） 

44.   見積追加製造原価及び見積販売直接経費が売価を超えるときには、正味売却価額はマイ

ナスとなるが、その場合には、棚卸資産の帳簿価額をゼロまで切り下げたとしても、当該

マイナス部分については、反映できない。 

 例えば、売価 100、見積追加製造原価及び見積販売直接経費 120、仕掛品の帳簿価額 30 の

場合、正味売却価額はマイナス 20であり、簿価切下額は 50 となる。収益性の低下により

仕掛品の帳簿価額 30をゼロまで切り下げたとしても、残る 20 の損失は認識されない。こ

のように、切り下げるべき棚卸資産の帳簿価額が存在しない場合でも、マイナスの正味売

却価額を反映させるため引当金による損失計上が行われることがある。これらについては、

企業会計原則注解（注 18）との関連で別途扱うべき問題であると考えられる。 

  

（期末時点の正味売却価額の下落が収益性の低下と結びつかない場合） 

45.   期末における正味売却価額は、本来、将来販売時点の正味売却価額を意味する（第41項

参照）ことから、期末時点の正味売却価額が帳簿価額より下落していても、期末において

見込まれた将来販売時点の正味売却価額が帳簿価額よりも下落していない場合には、正味

売却価額の下落が収益性の低下に結びつかないため、簿価切下げを行う必要はないことと

なる。 

 しかしながら、期末付近の合理的な期間の平均的な売価に基づく正味売却価額を用いた

にもかかわらず、期末直後に当該価額以上の金額で販売されたような極めて例外的な場合

を除けば、期末の正味売却価額が帳簿価額より下落しているものの、収益性が低下してい

ないことを示すことは通常困難であると考えられる。このため、本会計基準では、期末の

正味売却価額の下落が収益性の低下に結びつかない場合は、極めて限定的であると想定し

ている。 

46.   なお、反対に、期末時点の正味売却価額が帳簿価額よりも下落していないものの、将来
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販売時点の正味売却価額が帳簿価額よりも下落している場合が考えられる。この場合、す

ぐに販売可能であれば、企業は販売により投資を回収すると考えられるが、契約や事業遂

行上等の制約により、すぐに販売できないものは、収益性の低下を反映するように帳簿価

額を切り下げる必要がある。ただし、他の会計処理によって収益性の低下が適切に反映さ

れている場合には、この限りではない。 

 

（販売活動及び一般管理活動目的で保有する棚卸資産の簿価切下げ） 

47.   販売活動及び一般管理活動目的で保有する棚卸資産に関しては、棚卸資産の範囲には含

まれるものの（第3項及び第30項参照）、販売により投資が回収されるものではないため、

価格の下落が必ずしも収益性の低下に結びつかないと考えられる。しかし、少なくとも当

該棚卸資産の価格下落が物理的な劣化又は経済的な劣化に起因している場合、収益性の低

下に準じて通常の販売目的の棚卸資産と同様に簿価切下げを行うことが適当である。 

 

（正味売却価額の見積り） 

48.   棚卸資産の売却市場において、市場価格が存在する場合には、当該市場価格に基づく価

額を売価とするが、棚卸資産については、市場価格が存在することは多くない。そのため、

企業は、売却市場における合理的に算定された価額による必要がある。当該価額は、同等

の棚卸資産を売却市場で実際に販売可能な価額として見積ることが適当であり、これには、

実務上、期末前後での販売実績に基づく価額や、特定の販売先との間の契約で取り決めら

れた一定の売価も含まれる（第8項参照）。しかしながら、実務上、収益性が低下してい

ないことが明らかであり、事務負担をかけて収益性の低下の判断を行うまでもないと認め

られる場合には、正味売却価額を見積る必要はないと考えられる。 

49.   正味売却価額について、期末前後での販売実績に基づく価額を把握することさえも困難

な場合があるという意見がある。しかしながら、そのような場合には、製造業における原

材料等を除き、陳腐化が生じている場合が多い。これまでも、実務上、販売されずに滞留

在庫となっている棚卸資産や処分を予定している棚卸資産については、その状況に応じて、

帳簿価額を処分見込価額（ゼロ又は備忘価額を含む。）まで切り下げたり、一定の回転期

間を超える棚卸資産について規則的な簿価切下げを行うことにより、棚卸資産の収益性の

低下を財務諸表に反映させてきた。本会計基準では、そのような簿価切下げの方法も、正

味売却価額まで切り下げる方法に代えて取り扱うことができるものとしている（第9項参

照）。 

50.   製造業における原材料は、製品を構成することとなり、完成後の製品売価に基づく正味

売却価額が帳簿価額を上回っていれば、帳簿価額を切り下げる必要はない。しかし、通常

は、再調達原価の方が把握しやすいと考えられるため、正味売却価額が再調達原価に歩調
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を合わせて動くと想定されるときには、再調達原価によることができるものとした。再調

達原価の方が把握しやすいという点は、原材料等に限らず他の購入品の場合でも同様と考

えられるため、本会計基準では、正味売却価額が再調達原価に歩調を合わせて動くと想定

されるときには、継続して適用することを条件に、正味売却価額の代理数値として再調達

原価によることができるものとした（第10項参照）。再調達原価には、購入に付随する費

用が含められるが、重要性等を考慮して、含めないものとすることができる。 

51.   企業が複数の売却市場に参加し得る場合（第11項参照）とは、次のように、特定の棚卸

資産に関して企業自身が複数の販売経路を有しており、その販売経路ごとに売価が異なる

場合をいう。 

(1)  消費者への直接販売と代理店経由の間接販売 

(2)  正規販売とアウトレット 

(3)  特定の販売先との契約により一定の売価で販売することが決定されている場合とそ

のような契約がない場合 

52.  前項のように複数の売却市場が存在する場合、企業は売価の高い市場に参加することが

想定される。その売価は、売手である当該企業が実際に販売できると見込む売価であるこ

とに留意する必要がある。なお、複数の売却市場が存在し、売価が異なる場合であっても、

棚卸資産をそれぞれの市場向けに区分できないときには、それぞれの市場の販売比率に基

づいた加重平均売価等による。 

 

（収益性低下の判断及び簿価切下げの単位） 

53.   棚卸資産に関する投資の成果は、通常、個別品目ごとに確定することから、収益性の低

下を判断し、簿価切下げを行う単位も個別品目単位であることが原則であるが、次のよう

な場合には、複数の棚卸資産を一括りとした単位で行う方が投資の成果を適切に示すこと

ができると判断されるため、複数の品目を一括りとして取り扱うことが適当と考えられる

（第12項参照）。 

(1)  補完的な関係にある複数商品の売買を行っている企業において、いずれか一方の売

買だけでは正常な水準を超えるような収益は見込めないが、双方の売買では正常な水

準を超える収益が見込めるような場合 

(2)  同じ製品に使われる材料、仕掛品及び製品を 1グループとして扱う場合 

 

（売価還元法を採用している場合） 

54.  小売業等の業種においては、棚卸資産の評価方法として、次に示す原価率（連続意見書 

第四に定める売価還元平均原価法の原価率）による売価還元法を採用しているケースが多

いが、この場合でも、期末における正味売却価額（棚卸資産の値入率等の類似性に基づく
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グループの売価合計額から見積販売直接経費を控除した金額）が帳簿価額よりも下落して

いるときには、当該正味売却価額をもって貸借対照表価額とする必要がある（第13項参照）。 

【連続意見書 第四に定める売価還元平均原価法の原価率】 

期首繰越商品原価＋当期受入原価総額 

期首繰越商品小売価額＋当期受入原価総額＋原始値入額＋値上額－値上取消額－値下額＋値下取消額

 

55.  他方、値下額及び値下取消額を除外した売価還元法の原価率（連続意見書 第四に定め

る売価還元低価法の原価率）を採用している企業がある。値下額及び値下取消額を除外し

た売価還元法の原価率を適用する方法は、収益性の低下に基づく簿価切下げという考え方

と必ずしも整合するものではないが、本会計基準では、これまでの実務上の取扱いなどを

考慮し、値下額等が売価合計額に適切に反映されている場合には、当該原価率の適用によ

り算定された期末棚卸資産の帳簿価額は、収益性の低下に基づく簿価切下額を反映したも

のとみなすことができることとした（第13項ただし書き参照）。 

 

（洗替え法と切放し法） 

56.   固定資産の減損処理においては損失発生の可能性の高さを要件とするのに対し、棚卸資

産における収益性の低下は、期末における正味売却価額が帳簿価額を下回っているかどう

かによって判断するため、簿価切下額の戻入れを行う洗替え法の方が、戻入れを行わない

切放し法に比して、正味売却価額の回復という事実を反映するため、収益性の低下に着目

した簿価切下げの考え方と整合的であるという考え方がある。 

57.  他方、収益性の低下に基づき過大な帳簿価額を切り下げ、将来に損失を繰り延べないた

めに行われる会計処理において、いったん費用処理した金額を正味売却価額が回復したか

らといって戻し入れることは、固定資産の減損処理と同様に、適切ではないという考え方

がある。この場合、評価性引当金により費用処理を間接的に行っているのであれば、見積

りの変更により戻し入れるが、直接的に帳簿価額を切り下げる場合は、切放し法が整合的

であるとされる。 

58.   実務上、収益性低下の要因を物理的な劣化や経済的な劣化による場合とそれ以外の場合

に区分できる企業においては、前者の要因による売価が反騰することは通常考えられない

ことから、前者については切放し法、後者については洗替え法による処理が適切との指摘

もある。しかし、洗替え法を採用した場合であっても、正味売却価額の回復がなければ、

戻入額と同額以上の簿価切下額が期末に計上されるため、損益に与える影響は切放し法に

よる場合と変わらない。このため、要因別に区分できるときには、簿価切下げの要因ごと

に選択できるものとした。また、これまで洗替え法と切放し法の両方が認められてきたこ

とから、洗替え法と切放し法のいずれが実務上簡便であるかに関しては、企業により異な

る。これらの理由により、本会計基準では、洗替え法と切放し法のいずれによることもで
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きるものとし、いったん採用した方法に関しては、継続して適用しなければならないもの

とした（第14項参照）。 

59.   この場合、1 つの経済実態に対して複数の会計処理が認められることは適当ではないと

いう指摘がある。確かに、前期末に帳簿価額を切り下げた棚卸資産の正味売却価額が回復

し、かつ、当期末時点で在庫となっている場合には、両者の結果が異なる。しかしながら、

一般的に、正味売却価額が回復するケースは、必ずしも多くないと考えられることや、仮

に正味売却価額が回復している場合には、通常、販売され在庫として残らないと見込まれ

ることから、洗替え法と切放し法の選択を企業に委ねても、結果は大きく異ならないもの

と考えられる。 

 

トレーディング目的で保有する棚卸資産の評価基準 

60.   当初から加工や販売の努力を行うことなく単に市場価格の変動により利益を得るトレー

ディング目的で保有する棚卸資産については、投資者にとっての有用な情報は棚卸資産の

期末時点の市場価格に求められると考えられることから、市場価格に基づく価額をもって

貸借対照表価額とすることとした（第15項参照）。その場合、活発な取引が行われるよう

整備された、購買市場と販売市場とが区別されていない単一の市場（例えば、金の取引市

場）の存在が前提となる。また、そうした市場でトレーディングを目的に保有する棚卸資

産は、売買・換金に対して事業遂行上等の制約がなく、市場価格の変動にあたる評価差額

が企業にとっての投資活動の成果と考えられることから、その評価差額は当期の損益とし

て処理することが適当と考えられる。 

61.   トレーディング目的で保有する棚卸資産に係る会計処理は、売買目的有価証券の会計処

理と同様であるため、その具体的な適用は、金融商品会計基準に準ずることとしている（第

16項参照）。したがって、金融商品会計基準のほか、その具体的な指針等も参照する必要

がある。 

 

開 示 

通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低下に係る損益の表示 

62.   企業が通常の販売目的で保有する棚卸資産について、収益性が低下した場合の簿価切下

額は、販売活動を行う上で不可避的に発生したものであるため、売上高に対応する売上原

価として扱うことが適当と考えられる。 

 ただし、収益性が低下した場合において、原材料等に係る簿価切下額のうち、例えば品

質低下に起因する簿価切下額など製造に関連し不可避的に発生すると認められるものにつ

いては、製造原価として処理することとなる（第17項参照）。なお、そのような場合であ

っても、当該簿価切下額の重要性が乏しいときには、売上原価へ一括計上することができ
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るものと考えられる。 

63.   簿価切下額が、販売促進に起因する場合には販売費として表示することが考えられるが、

本会計基準では当該会計処理を示していない。これは、当該会計処理を認めた場合には、

販売促進に起因するという意味を拡大解釈し、本来販売費として処理すべきではない簿価

切下額についても販売費とするような濫用のおそれがあるという、公開草案に寄せられた

意見を踏まえたものである。ただし、これは、棚卸資産を見本品として使用する場合に、

他勘定振替処理により販売費として計上する処理まで否定するものではない。 

64.   なお、収益性の低下に基づき帳簿価額を切り下げる場合には、従来の強制評価減が計上

される余地はないものと考えられることから、正味売却価額が帳簿価額よりも著しく下落

したという理由をもって、簿価切下額を営業外費用又は特別損失に計上することはできな

い。 

65.   洗替え法を採用する企業において、前期末に計上した簿価切下額の戻入額の損益計上区

分と、当期の簿価切下額の損益計上区分とが異なる場合、前期の戻入額と販売による当期

の売上総利益のマイナス（販売されていない場合には、追加の簿価切下額）が両建計上さ

れてしまうため、両者を同じ区分に計上することが適当である。 

 

通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低下に係る損益の注記 

66.   これまで低価法による棚卸資産の評価減に関しては、注記又は売上原価等の内訳記載が

求められてきたことや、国際的な会計基準でも同様の注記が求められていることから、本

会計基準では、収益性の低下に基づく簿価切下げにより費用計上された金額の注記又は独

立掲記を求めている（第18項参照）。 

 

適用時期等 

67.  これまでの会計慣行では、棚卸資産の評価基準を原価法から低価法に変更した場合には、

期末棚卸資産の評価から低価法を適用することが一般的であり、そこで求められる低価法

評価損は、売上原価又は営業外費用として表示される。しかしながら、これまで原価法を

適用してきた企業においては、強制評価減適用の要否は検討していたとはいえ、棚卸資産

の回転期間の長い企業など、少なくない金額の簿価切下額が生ずるケースも想定される。

このため、簿価切下額のうち期首の棚卸資産に係る部分に関しては、前期損益修正損の性

格があり、特別損失として計上することを許容すべきという意見があることから、平成18年

会計基準の適用初年度の例外として定めた（第21項参照）。 

68.  平成 18 年会計基準の適用時期に関して、公開草案の段階では、平成 19年 4月以後開始

する事業年度から平成 18 年会計基準を適用することとしていたが、公開草案に対して寄

せられたコメントの中には、平成 18 年会計基準を導入するための企業側の受入準備が整
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わないという意見があった。かかるコメントを踏まえ、当委員会において審議した結果、

早期適用を認めつつ、適用時期を 1 年遅らせ、平成 20 年 4 月 1 日以後開始する事業年度

から適用することとした。なお、平成 18 年会計基準を早期適用する場合には、次の点に

留意する必要がある。 

(1)  一部適用は認められないこと 

通常の販売目的で保有する棚卸資産の評価基準に係る会計処理（第7項参照）と、ト

レーディング目的で保有する棚卸資産の評価基準に係る会計処理（第15項参照）を、

時期を違えて適用することによる弊害を防ぐため、平成18年会計基準の早期適用にあ

たり一部適用は認めない。 

(2)  連結財務諸表における連結子会社にも適用すること 

平成18年会計基準を早期適用する場合には、財務諸表提出会社の個別財務諸表と連

結財務諸表の両方について同時に適用する。 

(3)  早期適用にあたっては、受入準備が整った段階から適用できること 

平成18年会計基準を早期適用する場合であっても期首からの適用を前提としている

が、受入準備が整った段階から適用することができる。そのため、受入準備が整って

いないという理由により、中間会計期間末には、早期適用しないときでも、その後受

入準備が整った場合には、事業年度末から適用することができる（第21項の方法を含

む。）。 

ただし、この場合には、中間・年度の会計処理の首尾一貫性が保持されていない場

合の取扱いに準じて、平成18年会計基準が中間会計期間には適用されていない旨、そ

の理由及び当中間会計期間で平成18年会計基準を適用した場合の当中間財務諸表に与

える影響額を注記する。 

 

（平成20年改正会計基準） 

69.  平成 20 年改正会計基準の適用によって、棚卸資産の評価方法を後入先出法からその他

の評価方法に変更した結果、適用初年度の期首の棚卸資産に係る保有損益相当額の全部又

は一部が当期の損益に計上されることとなる。これまでの会計慣行では、棚卸資産の評価

方法を変更した場合において、その影響額は特に区分せず売上原価に含めて表示されてい

る。しかし、平成 20 年改正会計基準の適用による会計方針の変更は自発的なものではな

いこと、また、適用初年度においては当該変更の影響が多額である場合も想定されること

から、期首の棚卸資産に係る保有損益相当額のうち当期の損益に計上された額を特別損益

として区分して表示することを許容すべきであるという意見があるため、当委員会は、適

用初年度の表示方法として認めることとした（第 21-3 項参照）。 

70.  なお、審議の過程では、後入先出法からその他の評価方法に変更した場合の影響につい
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て、期首利益剰余金の調整項目とする方法も検討した。この場合の期首利益剰余金の調整

額について、適用初年度の期首において後入先出法により評価していた棚卸資産を期首時

点の再調達原価に評価替えした場合の評価差額とすることや、過去に遡って変更後の評価

方法を適用して算定される適用初年度の期首までの累積的な影響額とすることが検討され

た。しかし、こうした適用初年度の期首利益剰余金の調整項目とする方法は、本来的には

過年度の財務諸表に対する新たな会計処理の遡及適用を前提とした取扱いとも関係するこ

とから、現行の我が国の会計実務を踏まえ、平成 20 年改正会計基準においては、このよ

うな処理を特別に定めないこととした。 

71.  平成 20 年改正会計基準の適用により、後入先出法からその他の評価方法に会計方針を

変更する場合、当該変更が財務諸表に与える影響として、適用初年度において後入先出法

を適用した場合の損益と変更後の評価方法による損益との差額を注記することとなるが、

当該影響額を正確に算定することが実務上困難な場合もあると考えられる。このため、こ

うした場合には、当該影響に関する適当な方法による概算額として、当期の損益に含まれ

る棚卸資産の保有損益相当額を注記することができることとした（第 21-4 項参照）。 

 当該会計方針の変更の影響を記載するにあたっては、棚卸資産の一定の範囲について、

このような方法による概算額を用い、その他の棚卸資産については、原則的な計算方法で

ある適用初年度において後入先出法を適用した場合の損益と変更後の評価方法による損益

との差額によって当該影響額を算定することもできる。ただし、当該保有損益相当額の算

定方法の概要及び当該保有損益相当額の算定に含めた棚卸資産の範囲等に関する事項をあ

わせて注記する必要があることに留意する。 

72.  なお、一部の企業では、棚卸資産の市況の変動によって当期の損益に棚卸資産の保有損

益相当額が多額に含まれる場合、当期の損益に含まれる棚卸資産の保有損益相当額等に関

する情報を、投資家向けの情報（IR情報）として自主的に開示している。これらの情報の

開示については、投資家が企業の実質的な収益力を分析するための有用な情報となってい

るという指摘があり、当委員会はこの指摘についても検討した。検討の結果、こうした情

報には特に定められた算定及び開示の方法があるわけではなく、実務上の対応が困難であ

るという意見があることなどから、当該情報を財務諸表に注記することができるとする旨

を平成 20年改正会計基準では明記しないこととした。 
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参考（計算例） 
以下の計算例は、平成20年改正会計基準で示された内容について理解を深めるために参考と

して示されたものであり、各企業の実情等に応じて異なることに留意する必要がある。 

 

[計算例 1] 適用初年度の期首の棚卸資産に係る保有損益相当額のうち当期の損益に計上された

額（特別損益）の算定（第21-3項関係） 

 

1. 前提条件 

 Ａ社は、平成 20年改正会計基準の適用により、棚卸資産の評価方法を後入先出法から総

平均法に変更している。Ａ社は、外部の業者より購入した棚卸資産Ｘを販売する事業を行っ

ている。なお、適用初年度の期首における棚卸資産Ｘの購入単価は@24 円であった（付随費

用は生じないものとする。）。 

 

2. 棚卸資産Ｘの期首残高、当期受払高及び期末残高 

                                  （単位：円） 

 
受 入 

（数量×@単価） 

払 出 

（数量×@単価） 

残 高 

（数量×@単価） 

期首残高   
 60,000 

（＝6,000×@10） 

当期受払高及び 

期末残高 

750,000 

（＝30,000×@25） 

675,000 

（＝30,000×@22.5）

135,000 

（＝6,000×@22.5）

 

3. 期首の棚卸資産Ｘに係る保有損益相当額及び当期の損益に計上された額の計算例 

期首保有利益相当額：再調達原価6,000×@24円－帳簿価額60,000円＝84,000円 

うち、当期の損益に計上された額注：84,000円×30,000／（6,000＋30,000）＝70,000円

（注）期首の棚卸資産に係る保有損益相当額のうち当期の損益に計上された額： 

   期首保有損益相当額×当期払出数量／（期首保有数量＋当期受入数量） 
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[計算例 2] 当期の損益に含まれる棚卸資産の保有損益相当額の算定（第21-4項関係） 

 

1. 前提条件 

 Ｂ社は、平成 20年改正会計基準の適用によって棚卸資産の評価方法を後入先出法から総

平均法に変更している。Ｂ社は複数の事業分野に参入しているが、このうちＹ事業に係る商

品について1、当期の損益に含まれる当該商品の保有損益相当額を計算する。 

 当期の当該商品の各販売日の売上数量と、その時点の購入単価及び当該商品の再調達原価

（売上数量×販売日の購入単価）は次のとおりであった（付随費用は生じないものとする。）。 

 1 月 16 日 売上数量 80,000 購入単価 @140 円 再調達原価 11,200 千円 

 3 月 11 日 売上数量 60,000 購入単価 @170 円 再調達原価 10,200 千円 

 12 月 5日 売上数量 58,000 購入単価 @150 円 再調達原価  8,700 千円 

 

2. Ｙ事業に係る商品の期首残高、当期受払高及び期末残高 

 数 量 平均単価（円） 金額（千円） 

期首残高  20,000 @100  2,000 

当期受入高 200,000 @150 30,000 

当期払出高 198,000 @145.45･･･ 28,800 

期末残高  22,000 @145.45･･･  3,200 

 

3. 当期の損益に含まれるＹ事業に係る商品の保有損益相当額の計算例  

払い出した商品の帳簿価額合計額（売上原価）：28,800千円 

払出し時点の再調達原価合計額注：11,200千円＋10,200千円＋8,700千円＝30,100千円 

当期の損益に含まれる当該商品の保有利益相当額：30,100千円－28,800千円＝1,300千円

（注）払出し時点の商品の再調達原価合計額に代えて、当期の払出数量(198,000)に当期受入高

の平均単価（@150円）あるいは各月末、各四半期末における再調達原価の平均単価を乗じた

金額等を用いることも考えられる。 

 

以 上 

                             
1 平成20年改正会計基準の適用による会計方針の変更の影響を記載するにあたり、棚卸資産の一定

の範囲について、[計算例 2] のような方法による概算額を用いることとしている（第71項参照）。 


